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佐賀大学の常勤教員で、教授、助教授、講師を対象とし、平成 18 年 7 月 1 日〜31 日に
かけて実施した。アンケート用紙は、教務課教育支援係から各部局を通して各教員に配布









を把握している 5 と 4 の回答の割合は、大学の目的では 59％、教養教育（全体）の目的で
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は 41％、教養教育（所属分野）の目的では 50％、学部の目的では 71％、学科・課程の目






















































 図 2 はシラバスの利用方法を示したものであるが、「授業内容の周知」の割合が最も多



























べ回数と延べ時間は、平成 17 年度における教員当たりの延べ回数が平均で 18 回、延べ時
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間は 13 時間であった。また、オフィスアワーについて、設定する意味を尋ねた結果を図 3





















っている」とする 5 と 4 の回答は 25％、「知






 教育の改善体制の整備状況を調べたところ、まず平成 16・17 年度の FD 講演会・研修
会等への参加頻度は、本学教員は FD 講演会に 2 年に 1 回、FD 研修会に 0.5 回、その他
の会に 0.05 回の割合で参加している結果となった。このように、FD 活動への教員の参加
頻度が低いのは、FD 活動に無関心であるか、現行の FD 活動の内容が実質的なファカル
ティ・ディベロップメントに寄与しないと考えている教員が多いことを反映している可能
性がある。 
 次に、教員が考える FD 講演会・研修会等の有用性を、図 5 に示す。「役に立つ」とする
































5（高） 4 ← 3（中間） 2 → 1（低）
図 4：「利用する施設・設備の運用方針 
（手引き、規程、案内等）」に対する回答 
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きさであることがうかがえる。一方、図 6 の「学生による授業評価」の利用状況を参照す


































5（高） 4 ← 3（中間） 2 → 1（低）
 
図 5：「FD 講演会・研修会等は役に立ちま    図 6：「学生による授業評価を授業改善 
したか」に対する回答                  に役立てていますか」に対する回答 
 
 
4. 総 括 
  
アンケート調査から得られるデータの信頼性は、回収率に依存している。しかし、今回
のアンケート回収率は全体で 5 割、学部によっては 3 割と非常に低くかった。それゆえ、
結果の解釈にあたっては、データの歪みがある点に注意を必要とする。また、回収率が低
かった主な原因としては、アンケートの目的が教員に理解されていないことが考えられる。
教員を対象としたアンケート調査を再び実施する機会があるとすれば、実施目的の周知徹
底だけでなく、認証評価をはじめとした点検・評価の重大性も教員に理解してもらうこと
が不可欠であり、教授会等においてアンケートを実施する趣旨及び質問項目の意図につい
ての事前説明を徹底すべきであろう。 
 それでも、今回のアンケート調査・解析の結果は、教育活動の改善に向けて、以下のよ
うな今後の方向性を示唆している。1）大学の目的、特に、所属学科・課程のみならず大
学全体の目的、大学院の目的を全教員が理解する。2）教養教育や大学院科目を例外とせ
ず、全開講科目のシラバスを教員が作成し学生に周知する。3）大学の施設・設備の運用
方法は教員が理解しておく。4）教員にオフィスアワー制度を理解させ、その適切な活用
を含む学生相談の体制を確立する。5）FD 活動に積極的に参加する。6）学生による授業
評価アンケートを授業改善に結びつけるさらなる方策を検討し実施する。 
本学の教育整備はまさにこれからであり、大学教員のなお一層の奮起が望まれる。 
